
令 和 ５ 年 度

霧 島 市 病 院 事 業 会 計 予 算 書

鹿 児 島 県 霧 島 市



議案第

令 和 ５ 年 度　  霧 島 市 病 院 事 業 会 計 予 算
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人

人
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(収益的収入及び支出）

   収　　 　　　　入
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30 号

第 １ 条 令 和 ５ 年 度 霧 島 市 病 院 事 業 会 計 の 予 算 は 、 次 に 定 め る と こ ろ に よ る 。

第 ２ 条 業務の予定量は、次のとおりとする。

入 院 患 者 90,036

一 般 病 床 65,514

総 合 ケ ア 病 床 11,712

病 床 数

一 般 病 床 250

感 染 症 病 床 4

合 計 254

年 間 患 者 数

入 院 患 者 246

一 般 病 床 179

総 合 ケ ア 病 床 32

地 域 包 括 ケ ア 病 床 12,810

外 来 患 者 71,685

一 日 平 均 患 者 数

千円

２． 施 設 改 良 費 5,256,596 千円

第 ３ 条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

地 域 包 括 ケ ア 病 床 35

外 来 患 者 295

主 要 な 建 設 改 良 事 業

１． 器 械 備 品 整 備 費 297,000

第 １ 款 病 院 事 業 収 益 7,581,758 千円

第 １ 項 医 業 収 益 7,228,355 千円

第 ２ 項 医 業 外 収 益 353,402 千円

第 ３ 項 特 別 利 益 1 千円

第 ２ 項 医 業 外 費 用 65,829 千円

第 ３ 項 特 別 損 失 30,797 千円

第 １ 款 病 院 事 業 費 用 7,579,428 千円

第 １ 項 医 業 費 用 7,481,802 千円

第 ４ 項 予 備 費 1,000 千円
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(資本的収入及び支出）

   収　　 　　　　入

   支　　 　　　　出

（債務負担行為）

(企業債）

(一時借入金）

(予定支出の各項の経費の金額の流用）

（ １ ）

(議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

（ １ ） 千円

第 １ 款 資 本 的 収 入 5,266,001 千円

第 ４ 条 資 本 的 収 入 及 び 支 出 の 予 定 額 は 、 次 の と お り と 定 め る 。 （ 資 本 的 収 入 額 が 資 本 的

支 出 額 に 対 し 不 足 す る 額 493,146 千 円 は 、 当 年 度 分 損 益 勘 定 留 保 資 金 321,773 千 円 、

建 設 改 良 積 立 金 取 り 崩 し 額 170,900 千 円 及 び 当 年 度 分 消 費 税 及 び 地 方

消 費 税 資 本 的 収 支 調 整 額 473 千 円 で 補 て ん す る も の と す る 。

第 １ 款 資 本 的 支 出 5,759,147 千円

第 １ 項 企 業 債 5,266,000 千円

第 ２ 項 補 助 金 1 千円

第 １ 項 建 設 改 良 費 5,564,476 千円

第 ２ 項 企 業 債 償 還 金 194,671 千円

第 ６ 条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

起債の方法 利率 償還の方法

第 ５ 条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

事項 期間 限度額

新病院医療機器等購入
令和５年度から
令和６年度まで

1,477,102千円

第 ７ 条 一 時 借 入 金 の 限 度 額 は 、 3,000,000 千 円 と 定 め る 。

第 ８ 条 予 定 支 出 の 各 項 の 経 費 の 金 額 を 流 用 す る こ と が で き る 場 合 は 、 次 の とお り と 定 め る 。

各 項 に 計 上 し た 予 算 額 に 過 不 足 を 生 じ た 場 合 に お け る 同 一 款 内 で の こ れ ら の

経 費 の 各 項 の 間 の 流 用 。

証書借入
又は

証券発行

年利4．0％以内

(ただし、利率見直し方式
で借り入れる政府資金、
銀行その他の資金につ
いて、利率の見直しを
行った後においては、当
該見直し後の利率)

　政府資金は、その貸付条
件により、銀行その他の資
金については、債権者との
協定によるものとする。
　ただし、財政の都合により
据置期間中であっても、繰
上償還し、年限を短縮し、又
は低利債に借換えることが
できるものとする。

施設整備事業

医療機器購入

5,124,100千円

141,900千円

第 ９ 条 次 に 掲 げ る 経 費 に つ い て は、 そ の 経 費 の 金 額 を 、 そ れ 以 外 の 経 費 の 金 額 に 流 用 し 、

又 は そ れ 以 外 の 経 費 を そ の 経 費 の 金 額 に 流 用 す る 場 合 は 、 議 会 の 議 決 を 経 な け

れ ば な ら な い 。

職 員 給 与 費 31,388

限度額起債の目的
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（重要な資産の取得）

１． 取 得 す る 資 産 一式医　療　機　器 バイプレーン型血管造影撮影装置

令 和 ５ 年 ２ 月 20 日 提 出

霧 島 市 長 中 重 真 一

第 10 条 重要な資産の取得は、次のとおりとする。

種　類 名　称 数　量
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令 和 ５ 年 度

霧島市病院事業会計予算に関する説明書 



 収　入

1 病院事業収益

1 医業収益

1

2

3

2 医業外収益

1

2

3

4

5

6

3 特別利益

1

 支　出

1 病院事業費用

1 医業費用

1

2

3

4

2 医業外費用

1

2

3

3 特別損失

1

4 予備費

1

令和 ５ 年度　霧島市病院事業会計予算実施計画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

（単位：千円）

款 項 目 予　定　額 備　考

7,228,355

7,581,758

外来収益 1,863,810

入院収益 5,271,132

353,402

その他医業収益 93,413

補助金 2,625

受取利息及び配当金 110

資本費繰入収益 61,628

他会計負担金 231,723

長期前受金戻入 48,157

1

その他医業外収益 9,159

（単位：千円）

款 項 目 予　定　額 備　考

過年度損益修正益 1

7,481,802

7,579,428

経費 7,129,863 指定管理料等

給与費 20,508

65,829

資産減耗費 11,452

減価償却費 319,979

支払利息及び企業債取扱諸費 25,328

雑損失 38,501

30,797

消費税及び地方消費税 2,000

1,000

過年度損益修正損 30,797

予備費 1,000
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 収　入

1 資本的収入

1 企業債

１

2 補助金

１

 支　出

1 資本的支出

1 建設改良費

1

2

3

2 企業債償還金

1

資 本 的 収 入 及 び 支 出

（単位：千円）

款 項 目 予　定　額 備　考

5,266,000

5,266,001

1

企業債 5,266,000

補助金 1

（単位：千円）

款 項 目 予　定　額 備　考

5,564,476

5,759,147

器械備品整備費 297,000

給与費 10,880

194,671

施設改良費 5,256,596

企業債償還金 194,671
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１． 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益

減価償却費

資産減耗費

賞与等引当金の増加額

貸倒引当金の増加額

長期前受金戻入額

受取利息及び配当金

資本費繰入収益

支払利息

未収金の増加額（△）又は減少額

未払金の増加額又は減少額（△）

預り金の増加・減少（△）

利息及び配当金の受取額

利息の支払額

業務活動によるキャッシュ・フロー

２． 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出

一般会計からの繰入金による収入

投資活動によるキャッシュ・フロー

３． 財務活動によるキャッシュ・フロー

企業債発行による収入

建設改良企業債の償還による支出

財務活動によるキャッシュ・フロー

４． 資金増加額又は減少額（△）

５． 資金期首残高

６． 資金期末残高

25,328

令和 ５ 年度　霧島市病院事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

（令和５年４月１日から令和６年３月31日まで)

（単位：千円）

4,866

319,977

11,451

24

54

△ 48,156

△ 110

△ 61,628

84,742

44,528

△ 4,264

小　　計 376,812

110

△ 25,328

351,594

△ 5,525,501

61,628

1,730,628

△ 5,463,873

5,266,000

△ 194,671

5,071,329

△ 40,950

1,771,578
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　１．総　　括

（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

　２．給料及び手当の増減額の明細

（千円） （千円）

　昇給に伴う増加分 　昇給に係る所要額

　その他の増減分 　職員の新陳代謝等に係る減額

　制度改正に伴う増減分 　期末・勤勉手当支給率の改正

　その他の増減分 　職員の新陳代謝等に係る減額

　３．給料及び手当の状況

　　（１）職員１人当たり給与

（円）

（円）

（歳）

（円）

（円）

（歳）

　　（２）初任給

（円） （円）

　　（３）級別職員数 　　（級別の基準となる職務）

（人） （％）

令和 ５ 年度　霧島市病院事業会計給与費明細書

区　　分

職 員 数 給 与 費
法定福利費 合   計

特 別 職 一 般 職 報  酬 給  料

本 年 度 資本勘定支弁職員 0 1 0 4,587

手 当 計

損益勘定支弁職員 9 2 276 8,425 4,853 13,554

2,509 7,096

3,436 16,990

20,650 5,364 26,014合　　計 9 3 276 13,012 7,362

1,928 9,024

13,694 3,554 17,248

前 年 度 資本勘定支弁職員 0 1 0 4,486 2,393 6,879 1,742 8,621

損益勘定支弁職員 9 2 276 8,587 4,831

損益勘定支弁職員 0 0 0 △ 162 22 △ 140 △ 118 △ 258

合　　計 9 3 276 13,073 7,224 20,573 5,296 25,869

比　 較 資本勘定支弁職員 0 0 0 101 116 217 186 403

合　　計 0 0 0 △ 61 138 77

（千円）

本　年　度 1,056 0 144 2,856

68 145

区　　分
扶 養 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当 期 末 手 当

（千円） （千円） （千円）

前　年　度 1,056 0 144 2,846

手当の
内訳

比　　較 0 0 0

本　年　度 2,214 1,092

前　年　度 2,086 1,092

10

区　　分
勤 勉 手 当 時 間 外 手 当

（千円） （千円）

給　　料 △ 61
165

△ 226

手　　当 138
148

△ 10

区　　分 事 務 （ 行 政 職 ）

比　　較 128 0

区　　分
増 減 額 増 減 事 由 別 内 訳 説　　明

（千円）

高　校　卒 154,600 154,600

大　学　卒 185,200 185,200

区　　分
一　般　行　政　職 一 般 会 計 の 制 度

一 般 行 政 職

令和４年２月１日現在

平 均 給 料 月 額 363,139

平 均 給 与 月 額 396,472

平 均 年 齢 45.3

令和５年２月１日現在

平 均 給 料 月 額 361,444

平 均 給 与 月 額 394,778

平 均 年 齢 45.7

定型的な業務を行う職務
６ 級

５ 級

区　　分

一 般 行 政 職

職務の級 一般行政職
（標準的な職務）

級 職 員 数 構 成 比

高度の知識又は経験を必要とする業務を行う職務
２ 級

1 33.3
２ 級 相当の知識又は経験を必要とする業務を行う職務

４ 級 2 66.7

令和４年２月１日現在

７ 級

６ 級

３ 級
３ 級

令和５年２月１日現在

７ 級
１ 級

５ 級

２ 級
７ 級

1　課長補佐の職務
2　主幹の職務５ 級

１ 級
４ 級

1　係長及びグループ長の職務
2　重要で高度の知識又は経験を必要とする業務を行う職務

部長の職務
１ 級

４ 級 3 100.0
６ 級 課長の職務

３ 級

－ 7 －



　　（４）昇給

（人） 3 3

（人） 3 3

（人）

（人） 3 3

（人）

（人）

（B）  ／  （A） （％） 100.0 100.0

（人） 3 3

（人） 3 3

（人）

（人） 3 3

（人）

（人）

（B）  ／  （A） （％） 100.0 100.0

　　（５）期末手当・勤勉手当

　　（６）定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

　　（７）その他の手当

２ 号 給

本 年 度
号 給 数 別 内 訳

４ 号 給

６ 号 給

８ 号 給

区　　分 合　　計 一　般　行　政　職

職 員 数 （A）

昇 給 に 係 る 職 員 数 （B）

前 年 度
号 給 数 別 内 訳

４ 号 給

６ 号 給

８ 号 給

比            率

比            率

職 員 数 （A）

昇 給 に 係 る 職 員 数 （B）

２ 号 給

本 年 度 2.200 2.200 4.400 有 一般会計と同

区　　分
支 給 期 別 支 給 率 支 給 率 計 職 制 上 の 段 階 ， 職 務 の

級 等 に よ る 加 算 措 置
備　　考

６月　（月分） １２月　（月分） （月分）

前 年 度 2.150 2.150 4.300 有

一 般 会 計 の 制 度 2.200 2.200 4.400 有

区　　分
20 年 勤 続 の 者 25 年 勤 続 の 者 35 年 勤 続 の 者 最　高　限　度

そ の 他 の 加 算 措 置
（月分） （月分） （月分） （月分）

住 居 手 当 同 -

通 勤 手 当 同 -

区　　分 一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同 差　異　の　内　容

扶 養 手 当 同 -

一 般 会 計 の 制 度
26.3655 33.27075 47.709 47.709

応募認定退職の加算

（ 支 給 率 等 ） （2％～45％加算）

支 給 率 等 26.3655 33.27075 47.709 47.709
応募認定退職の加算

（2％～45％加算）
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期 間 金 額 期 間 金 額 企業債 病院事業収益

 平成28年度

36,099,209 ※1 全額

 令和４年度

13,800,000 300,000 11,875,900 11,875,900

 令和４年度

225,000 4,000 211,567 211,567

 令和５年度

1,477,102 ― 1,477,102 908,900 568,202

債務負担行為に関する調書

事　項 限 度 額

前年度末までの 当該年度以降の

（単位：千円）

左の財源内訳

―
令和５年度から
令和６年度まで

※1）指定管理料の当該年度以降の支払義務発生予定額は、限度額から前年度末までの支払義務発生（見込）額を差し引いた額とする。

 霧島市立
 医師会医療センター
 新病院建設工事費

 新病院医療機器等
 購入

 霧島市立
 医師会医療センター
 工事監理業務委託等

令和４年度
令和５年度から
令和６年度まで

支払義務発生（見込）額 支払義務発生予定額

令和４年度
令和５年度から
令和６年度まで

 霧島市立
 医師会医療センター
 指定管理業務委託

 指定管理者との協定
 で定める管理費用

 (委託料及び交付金)

平成28年度から
令和４年度まで

令和５年度から
令和７年度まで

－ 9 －



（税抜き）

（単位：円）

１

(1) 4,244,304,355

(2) 1,587,095,127

(3) 74,727,056 5,906,126,538

２

(1) 17,028,938

(2) 5,950,986,975

(3) 297,802,996

(4) 17,084,400 6,282,903,309

376,776,771

３

(1) 221,197

(2) 413,461,939

(3) 231,183,000

(4) 42,912,000

(5) 47,943,894

(6) 8,865,489 744,587,519

４

(1) 13,494,114

(2) 331,785,072 345,279,186 399,308,333

22,531,562

５

(1) 7,552,848 7,552,848

６

(1) 24,494,998 24,494,998 △ 16,942,150

5,589,412

99,984,409

216,508,585

当年度未処分利益剰余金 322,082,406

医 業 損 失

令 和 ４ 年 度　 霧 島 市 病 院 事 業 会 計 予 定 損 益 計 算 書

（令和４年４月１日から令和５年３月31日まで)

医 業 収 益

入 院 収 益

外 来 収 益

そ の 他 医 業 収 益

医 業 費 用

給 与 費

経 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

経 常 利 益

医 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金

補 助 金

他 会 計 負 担 金

資 本 費 繰 入 収 益

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他 医 業 外 収 益

医 業 外 費 用

支 払 利 息

雑 損 失

そ の 他 未 処 分 利 益
剰 余 金 変 動 額

特 別 利 益

過 年 度 損 益 修 正 益

特 別 損 失

過 年 度 損 益 修 正 損

当 年 度 純 利 益

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

－ 10 －



（単位：円）

１．

（１）

イ 1,490,790,000

ロ 3,170,023,946

△ 1,671,133,147 1,498,890,799

ハ 41,136,190

△ 39,079,380 2,056,810

ニ 3,130,721,616

△ 2,102,272,870 1,028,448,746

ホ 19,833,525

△ 15,597,794 4,235,731

ヘ 6,700,000

ト 965,779,202

4,996,901,288

（２）

イ 125,076,342

125,076,342

（３）

イ 27,272,727

27,272,727

5,149,250,357

２．

（１） 1,771,577,786

（２） 1,037,141,200

△ 681,000 1,036,460,200

（３） 100,000

2,808,137,986

7,957,388,343

建 設 仮 勘 定

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

有 形 固 定 資 産

有 形 固 定 資 産 合 計

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

器 械 備 品

減 価 償 却 累 計 額

車 両 及 び 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

その他有形固定資産

令 和  ４ 年 度　 霧 島 市 病 院 事 業 会 計 予 定 貸 借 対 照 表

（令和５年３月31日）

資　　産　　の　　部

固 定 資 産

現 金 預 金

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

無 形 固 定 資 産 合 計

未 収 金

貸 倒 引 当 金

投 資 そ の 他 の 資 産

長 期 前 払 消 費 税

投資その他の資産合計

流 動 資 産 合 計

そ の 他 流 動 資 産

資 産 合 計

－ 11 －



３．

（１） 1,401,612,375

1,401,612,375

４．

（１） 194,670,740

（２） 542,556,750

（３）

イ 2,152,000

2,152,000

（４） 4,264,000

（５） 100,000

743,743,490

５．

（１） 1,075,278,286

△ 569,070,701

506,207,585

2,651,563,450

６． 1,908,932,652

７．

（１）

イ 921,318,420

921,318,420

（２）

イ 1,030,000,000

ロ 1,123,491,415

ハ 322,082,406

2,475,573,821

3,396,892,241

5,305,824,893

7,957,388,343

企 業 債

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

負　　債　　の　　部

固 定 負 債

企 業 債

収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

引 当 金 合 計

預 り 金

賞 与 等 引 当 金

そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

未 払 金

利 益 剰 余 金 合 計

資 本 金

剰 余 金

資 本 剰 余 金

受 贈 財 産 評 価 額

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

減 債 積 立 金

建 設 改 良 積 立 金

当年度未処分利益剰余金

資　　本　　の　　部

引 当 金

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 ・ 資 本 合 計

－ 12 －



Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記

１． 固定資産の減価償却の方法

有形固定資産

・ 減価償却の方法 定額法

・ 主な耐用年数

建物 ６年～39年

構築物 10年～30年

機械及び装置 ４年～20年

車両及び運搬具 ５年～６年

無形固定資産

・ 減価償却の方法 定額法

・ 主な耐用年数

ソフトウェア ５年

2． 引当金の計上基準

貸倒引当金

　債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込額を計上

している。

退職給付引当金

　職員の退職手当は、病院事業会計が毎期支出する鹿児島県市町村総合事務組合

に対する普通負担金を除き、一般会計がその全部を負担することとなっているため、

退職給付引当金は計上していない。

賞与等引当金

　職員の期末手当、勤勉手当の支給及びこれに伴う法定福利費の支出に備えるため、

当事業年度末における支給見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額を計上

している。

3． その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。　

　なお、控除対象外消費税については、当事業年度の費用として会計処理を行って

いる。ただし、固定資産に係る控除対象外消費税等については、長期前払消費税

勘定に計上し、対応する資産に応じて翌事業年度以降均等償却を行うこととしている。

（１）

令和 ４ 年度　注記表

（１）

（2）

（１）

（2）

（3）
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Ⅱ．予定貸借対照表に関する注記

１． 企業債の償還に係る他会計の負担

　貸借対照表に計上されている企業債（１年内に償還予定のものも含む）のうち、他会

計が負担すると見込まれる額は、2,189,395,856円である。

２． 引当金の取崩し

貸倒引当金

　令和４年度において、債権の不納欠損による損失が発生したため、貸倒引当金

559,204円を取り崩した。

賞与等引当金

　令和４年６月において、期末手当、勤勉手当の支給及びこれに伴う法定福利費

2,897,733円を支出したため、賞与等引当金1,931,822円を取り崩した。

（１）

（2）

- 14 -



　　　　　（税抜き）

（単位：円）

１．

（１）

イ 1,490,790,000

ロ 3,170,023,946

△ 1,756,769,623 1,413,254,323

ハ 41,136,190

△ 39,079,380 2,056,810

ニ 器　械　備　品 3,173,054,217

△ 2,096,575,512 1,076,478,705

ホ 19,833,525

△ 16,905,874 2,927,651

ヘ 6,700,000

ト 5,755,453,295

9,747,660,784

（２）

イ 102,562,601

102,562,601

（３）

イ 493,099,999

493,099,999

10,343,323,384

２．

（１） 1,730,627,670

（２） 952,399,660

△ 735,000 951,664,660

（３） 100,000

2,682,392,330

13,025,715,714

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

そ の 他 流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

流 動 資 産

減 価 償 却 累 計 額

そ の 他 有 形 固 定 資 産

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

無 形 固 定 資 産 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産

長 期 前 払 消 費 税

投資その他の資産合計

固 定 資 産 合 計

車 両

令 和  ５ 年 度　 霧 島 市 病 院 事 業 会 計 予 定 貸 借 対 照 表

（令和６年３月31日）

資　　産　　の　　部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

－ 15 －



３．

（１） 6,473,671,009

6,473,671,009

４．

（１） 193,941,366

（２） 587,084,834

（３）

イ 2,176,000

2,176,000

（４） 100,000

783,302,200

５．

（１） 1,069,614,774

（２） △ 611,563,343

458,051,431

7,715,024,640

６． 2,125,441,237

７．

（１）

イ 921,318,420

921,318,420

（２）

イ 1,030,000,000

ロ 952,591,494

ハ 281,339,923

2,263,931,417

3,185,249,837

5,310,691,074

13,025,715,714負 債 ・ 資 本 合 計

受 贈 財 産 評 価 額

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

減 債 積 立 金

建 設 改 良 積 立 金

当年度未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

資 本 剰 余 金

そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資　　本　　の　　部

資 本 金

剰 余 金

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

企 業 債

未 払 金

引 当 金

賞 与 等 引 当 金

企 業 債

負　　債　　の　　部

固 定 負 債
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Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記

１． 固定資産の減価償却の方法

有形固定資産

・ 減価償却の方法 定額法

・ 主な耐用年数

建物 ６年～39年

構築物 10年～30年

機械及び装置 ４年～20年

車両及び運搬具 ５年～６年

無形固定資産

・ 減価償却の方法 定額法

・ 主な耐用年数

ソフトウェア ５年

2． 引当金の計上基準

貸倒引当金

　債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込額を計上

している。

退職給付引当金

　職員の退職手当は、病院事業会計が毎期支出する鹿児島県市町村総合事務組合

に対する普通負担金を除き、一般会計がその全部を負担することとなっているため、

退職給付引当金は計上していない。

賞与等引当金

　職員の期末手当、勤勉手当の支給及びこれに伴う法定福利費の支出に備えるため、

当事業年度末における支給見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額を計上

している。

3． その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。　

　なお、控除対象外消費税については、当事業年度の費用として会計処理を行って

いる。ただし、固定資産に係る控除対象外消費税等については、長期前払消費税

勘定に計上し、対応する資産に応じて翌事業年度以降均等償却を行うこととしている。

（１）

令和 ５ 年度　注記表

（１）

（2）

（１）

（2）

（3）

- 17 -



Ⅱ．予定貸借対照表に関する注記

１． 企業債の償還に係る他会計の負担

　貸借対照表に計上されている企業債（1年内に償還予定のものも含む）のうち、他会

計が負担すると見込まれる額は、2,140,844,876円である。

２． 引当金の取崩し

貸倒引当金

　令和５年度において、債権の不納欠損による損失のため、貸倒引当金 681,000

円を取り崩すこととする。

賞与等引当金

　令和５年６月において、期末手当、勤勉手当の支給及びこれに伴う法定福利費

3,223,163円を支出する予定であるため、賞与等引当金 2,152,000円を取り崩すこ　

ととする。

（１）

（2）
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令和５年度　霧島市病院事業会計予算参考資料

令和５年度　霧島市病院

収益的収入

３． 93,413 94,890 △ 1,477

２． 353,402 334,809 18,593

１． 110 225 △ 115

２． 2,625 3,501 △ 876

３． 231,723 231,723 0

４． 61,628 42,912 18,716

５． 48,157 47,598 559

６． 9,159 8,850 309

３． 1 1 0

１． 1 1 0

収　　入

款 項 目
本 年 度 前 年 度

比 較 増 減
当初予算額 当初予算額

１． 病 院 事 業 収 益 7,581,758 6,962,210

１． 医 業 収 益 7,228,355 6,627,400

619,548

１． 入 院 収 益 5,271,132 4,746,460 524,672

600,955

２． 外 来 収 益 1,863,810 1,786,050 77,760

そ の 他 医 業 収 益

補 助 金

医 業 外 収 益

受取利息 及び配当金

資 本 費 繰 入 収 益

他 会 計 負 担 金

そ の 他 医 業 外 収 益

長 期 前 受 金 戻 入

特 別 利 益

過 年 度 損 益 修 正 益

- 19 -



事業会計予算説明書

及び支出

　年間外来患者見込数（延べ） 人
　患者１人１日当たり単価 円

17,000 　病室使用料収益

18,181 　予防接種、検診等収益

41,362 　人間ドック、健康診断収益

16,870 　文書料、特定療養費等収益

110 　定期預金利息

2,625

231,723

61,628 　建設改良費に充てた企業債に係る元金償還金に対する繰入金

48,157 　長期前受金を収益化する額

9,159

1

（単位：千円）

節
備　　考

区　　分 予 定 額

5,271,132
　年間入院患者見込数（延べ） 一般65,514人 総合11,712人 包括ケア12,810人

　患者１人１日当たり単価 一般63,000円 総合55,000円 包括ケア39,000円
入 院 収 益

71,685
26,000

外 来 収 益 1,863,810

医 療 相 談 収 益

そ の 他 医 業 収 益

室 料 差 額 収 益

公 衆 衛 生 活 動 収 益

預 金 利 息

資 本 費 繰 入 収 益

　感染症指定医療機関運営事業補助金等

一 般 会 計 負 担 金
　病院事業の運営に要する負担金、救急医療に要する費用の負担金
　政策医療に要する負担金等

国 県 補 助 金

そ の 他 医 業 外 収 益

長 期 前 受 金 戻 入

過 年 度 損 益 修 正 益

　病院群輪番制当番医謝金、行政財産使用料、その他雑収益等

- 20 -



１． 7,579,428 6,954,375 625,053

１． 7,481,802 6,852,923 628,879

１． 20,508 20,558 △ 50

２． 7,129,863 6,514,333 615,530

支　　出

当初予算額 当初予算額
款 項 目

本 年 度 前 年 度
比 較 増 減

病院事業費用

医 業 費 用

給 与 費

経 費
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8,425 　一般職職員　２名分

7,197 　一般職職員　２名分

276 　管理運営委員会委員報酬

3,200 　共済組合事業主負担分等

1,410 　賞与引当分 1,174千円　 法定福利費分 236千円

198 　費用弁償及び普通旅費

243 　書籍、事務備消耗品等

60 　車両燃料代

20 　調書製本代

1,045 　備品、車両等修繕費

553 　建物、医療器機等災害共済保険料

10 　郵送料

3,034,168 　病院管理委託料及びその他委託料

4,092,701 　診療交付金

30

735 　不納欠損の実績率等による回収不能見込額

100

（単位：千円）

備　　考
区　　分 予 定 額

節

事 務 員 手 当

報 酬

事 務 員 給

旅 費 交 通 費

法 定 福 利 費

賞与等引当金繰入額

印 刷 製 本 費

修 繕 費

備 消 耗 品 費

燃 料 費

委 託 料

交 付 金

保 険 料

通 信 運 搬 費

雑 費

諸 会 費

貸 倒 引 当 金 繰 入 額
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３． 319,979 300,947 19,032

４． 11,452 17,085 △ 5,633

２． 65,829 68,307 △ 2,478

１． 25,328 18,687 6,641

２． 38,501 45,470 △ 6,969

３． 2,000 4,150 △ 2,150

３． 30,797 32,145 △ 1,348

１． 30,797 32,145 △ 1,348

４． 1,000 1,000 0

１． 1,000 1,000 0

減 価 償 却 費

支　　出

款 項 目
本 年 度 前 年 度

比 較 増 減
当初予算額 当初予算額

資 産 減 耗 費

支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

医 業 外 費 用

消費税及び地方消費税

雑 損 失

過 年 度 損 益 修 正 損

特 別 損 失

予 備 費

予 備 費
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85,637

210,519

1,309

22,514

11,452

16,328

9,000

38,501 　控除対象外消費税及び地方消費税

2,000

30,797 　前年度分医業収益修正損見込額等

1,000

予 定 額

（単位：千円）

節
備　　考

建 物 減 価 償 却 費

区　　分

無 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

器械備品減価償却費

車 両 減 価 償 却 費

企 業 債 利 息

固 定 資 産 除 却 費

そ の 他 雑 損 失

一 時 借 入 金 利 息

過 年 度 損 益 修 正 損

消費税及び地方消費税

予 備 費
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資本的収入

１． 5,266,001 1,227,201 4,038,800

１． 5,266,000 1,227,200 4,038,800

１． 5,266,000 1,227,200 4,038,800

２． 1 1 0

１． 1 1 0

１． 5,759,147 1,806,941 3,952,206

１． 5,564,476 1,623,963 3,940,513

１． 10,880 10,445 435

２． 297,000 299,860 △ 2,860

３． 5,256,596 1,313,658 3,942,938

２． 194,671 182,978 11,693

１． 194,671 182,978 11,693

資 本 的 収 入

収　　入

款 項 目
本 年 度 前 年 度

比 較 増 減

企 業 債

企 業 債

当初予算額 当初予算額

補 助 金

補 助 金

款 項 目
本 年 度 前 年 度

比 較 増 減
当初予算額 当初予算額

資 本 的 支 出

支　　出

建 設 改 良 費

給 与 費

器 械 備 品 整 備 費

施 設 改 良 費

企 業 債 償 還 金

企業債償還金
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及び支出

5,266,000

1

4,587 　一般職職員　１名分

3,727 　一般職職員　１名分

1,800 　共済組合事業主負担分等

766 　賞与引当分 638千円　 法定福利費分 128千円

297,000 　医療機器、備品等購入

5,124,100 　新病院建設工事費

131,300 　施設整備工事監理業務委託等

1,196 　各種申請事務手数料等

194,671

予 定 額

（単位：千円）

節
備　　考

区　　分

補 助 金

企 業 債

（単位：千円）

節
備　　考

区　　分 予 定 額

事 務 員 給

事 務 員 手 当

医 療 機 器 購 入 費

法 定 福 利 費

賞与等引当金繰入額

工 事 請 負 費

委 託 料

企 業 債 償 還 金

事 務 費
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